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北海道大学大学院教育学研究院�
紀要　第１０６号　２００８年１２月�

北海道大学高等教育機能開発総合センター生涯学習計画研究部准教授�＊�

地域における経済団体等の�
人材育成への取組みと課題�

１．はじめに�
　
インターンシップなどの学校と地域との連携による教育の拡充が求められている中で，全

国規模の経済団体からは（大学）教育に対する提言や要望は増加している１。これは，（大学）

教育に対する不満や苛立ちから発出されているものも多い。しかし，教育を実施している個別

の学校・大学との関係がより深いのはこうした全国規模の経済団体ではなく，個々の企業や経

営者などを指導する立場にある地域における経済団体等（以下，「地域経済団体」という）であ

る。本稿では，こうした地域経済団体が，インターンシップやキャリア教育などを通して学校

教育をどのように支援しているのか，また，その背後にある人材養成観や大学教育に何が求め

られているかなどついて，２００４年に実施したアンケート調査の結果を中心に明らかにしたい。�

�

�
２．大学教育と地域経済団体との関係

�

　我が国においては，職業的な能力に関しては，入社後企業において実施するので大学教育

【要旨】２００４年に実施した地域経済団体に対するアンケート調査結果によると，約半数の団体が

大学・短大に対してキャリア教育・就職支援事業を実施している。また，大卒者に必要と認識し

ている能力とその取得状況のギャップでは，大学教育で身につけると考えられる能力についての

項目は小さいといえる。また，大学で行うべき教育として実学・実体験を志向した教育への期待

が高く，アカデミック志向の教育への期待は高くないなどの特徴がみられた。さらに，実学・実

体験を志向した教育を期待している団体とアカデミック志向の教育を期待している団体とでは，

大卒者に必要な能力やそのギャップ等の認識に大きな差があることなどがわかった。�

【キーワード】地域経済団体，大学教育，産学連携，人材育成，キャリア教育�

― 大学との連携を中心に ―�
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に対する期待は大きくはなかった。しかしながら，知識基盤社会の到来等により，近年，大

学教育に対する経済界からの要望は強くなっており，また，大学も少子化に伴う大学経営環

境の厳しさもあり，就職支援やキャリア教育に対する取組みが活発になっている。�

　こうした動きを受けて，大学内の教育だけではなく，産業界や地域社会との連携による教

育もより活発化している。特に，インターンシップの実施等にあたっては，大学と地域経済

団体とが連携して実施しているケースも多く，地域経済団体が大学教育に果たす役割も年々

大きくなっているといえる。しかしながら，これまで，個別企業によるインターンシップへ

の関与とその関心についての実証的な調査研究は，吉本（２００１），亀野（２００３）など多数

蓄積されているが，団体については，インターンシップ仲介団体を調査した産業基盤整備基

金（２００１）などの調査研究がおこなわれているにすぎない。�

　本稿においては，３．において詳述するアンケート調査をもとに，①地域経済団体の大学

教育への参画状況，②大学生の能力評価，③必要とする能力の育成すべき場所（大学と企業

の役割分担），④期待する大学教育の方法・内容，について現状分析を行うとともに，こう

した大学教育への期待は大学教育や大学生の能力に対するどのような考え方によって形成さ

れているのかについて重回帰分析を用いながら分析を行うこととする。�

�

�
３．アンケート調査の概要

�

　本稿で使用するアンケート調査は，国立教育政策研究所の『新しい時代における大学と産

業社会との相関システムの構築に関する研究』（平成１３～１７年度，研究代表者：塚原修一）

の一環として２００４年に実施した「地域における経済団体等の人材育成事業及び大学等との連

携に関する調査」（調査担当者：亀野ほか）である２。�

　調査対象は都道府県経営者協会，経済団体連合会（地域ブロック），商工会議所，青年会

議所，都道府県経済同友会，都道府県商工会連合会，全国中小企業団体中央会（都道府県），

都道府県中小企業家同友会，ライオンズクラブ，ロータリークラブ，日本労働組合連合会（都

道府県）の１１種類の団体・組織である。�

　調査方法は，郵送調査であり，１，３２３団体に２００４年１０～１１月に郵送調査で実施し，３７７

団体から回答を得た（回収率は２８．５％）。団体別の回収率は表１のとおりである。なお，集

計に当たっては団体を（１）「経営者協会等」として，経営者協会と経済団体連合会，（２）商

工会議所，（３）青年会議所，（４）「その他の経済団体」として，経済同友会，商工会連合会，

全国中小企業団体中央会，中小企業家同友会，（５）「その他の団体」として，ライオンズクラ

ブ，ロータリークラブ，日本労働組合連合会，という５類型に分けて分類することとした。�

主な質問項目は，キャリア教育・就職支援事業についての活動と認識，大卒人材に求められ

る能力とその養成段階についての認識，大学教育への要望などである。�



３９�地域における経済団体等の人材育成への取組みと課題�

４．アンケート調査結果
�

４．１　地域経済団体等の若年者，学校・生徒へのキャリア教育・就職支援事業の実施状況�

　地域経済団体等が若年者，学校・生徒に対して，レクチャー・セミナーへの企業人の派遣，

インターンシップの推進・仲介，会員企業の求人情報等の提供といったキャリア教育・就職

支援事業の実施状況をみると（表２），大学・短大（生）に対して何らかの支援を実施して

いる団体は全体の約５割となっている。これを団体別にみると，経営者協会等などでその割

合が高いものの，青年会議所ではかなり低くなっており，経済団体により大きく異なっている。

また，事業の内容も，「インターンシップの推進・仲介」は４分の１程度の団体が実施して

いるものの，「キャリア・カウンセリング」「教育活動への経済支援」「就職指導への人材

の派遣」などでは１割弱とかなり実施割合が低くなっている。これを団体別にみると，全体

の実施割合が高い「インターンシップの推進・仲介」においては，経営者協会等ではほとん

どの団体が実施しているのに対し，青年会議所やその他団体ではほとんど実施されておらず

大きな差がみられる。これは，経営者協会については，厚生労働省の委託事業である「イン

ターンシップ受入企業開拓事業３」を実施していることからほぼ全ての団体でインターンシッ

プ関連事業を実施しているのに対し，商工会議所ではこうした委託事業はなく，ほとんどの

商工会議所が自主的にインターンシップ事業を実施しているのが実情である。また，青年会

議所は以前から大学との関係は希薄であり，むしろ，地元の小・中学校との連携に重点を置

いていること，また，ライオンズクラブ，ロータリークラブについては，設置目的が経済団

体と異なることや基本的に個人参加であることから組織的に大学との連携を構築することに

は限界があると思われる４。�
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表１　団体別のアンケート回収状況�
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計�

ｎ�

いずれかを実施�
　Ａ．レクチャー・セミナーへの企業人の派遣�
　Ｂ．インターンシップの推進・仲介�
　Ｃ．キャリア・カウンセリング�
　Ｄ．会員企業の一般的な活動情報等の提供�
　Ｅ．会員企業の求人情報等の提供�
　Ｆ．就職指導への人材の派遣、ノウハウの提供�
　Ｇ．教育活動への経済支援�
いずれも実施していない�
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表２　大学・短大（生）に対するキャリア教育・就職支援事業の実施状況�

４．２　大卒社員の知識等の重要度など�

　ここでは，大卒者の能力に対する職業の場面での必要性と，現状の大卒新卒者がそうした

能力をどこまで満たしているのかという能力の獲得の程度について評価したものを比較し，

どこに地域経済団体からみた能力ギャップがあるのかを検討する。�

�

（１）大卒者に必要とされる能力�

　まず，大卒者に必要とされる能力として１１項目（その他を除く）を設定し，５段階で聞い

たところ（表３），多くの能力項目が「極めて重要である」「かなり重要である」に回答が

集まっているが，特に強く必要性が認識されていたのは「職業への意欲・勤労観」「一般的

な社会常識・礼儀・マナー」といった大学教育とは直接関係のない能力であるといえる。一方，

「外国語の能力」「専門的な知識・技術」などの近年，大学教育でより重視している項目が，

相対的に重要度が低くなっているのが特徴的である。しかし，あくまでも他の項目と比較し

た相対的な重要度において低いだけであり，４割以上の団体が「やや重要である」と回答し

ていることには留意が必要である。ただし，重要度が相対的に低い項目ほど回答のばらつき

が大きいという傾向があり，地域経済団体の考え方も一様でないことがわかる。�

　これを団体別にみると（表４），経営者協会等においては，全ての項目において団体計の

平均を上回っている。つまり，経営者協会等では大卒者として必要な能力を他の団体と比較

してより強く求めているといえる。特に，「基礎的な学力」については，「職業への意欲・

勤労観」に次いで高くなっている。�

青　年�
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その他の�
団　　体�



４１�地域における経済団体等の人材育成への取組みと課題�

（２）大学新卒者の能力取得状況�

　次に，そうした能力を現実の大学新卒者はどれほど身に付けているのか聞いてみたところ（表

５），「コンピュータを使いこなす技能」以外は「十分に持っている」「かなり持っている」

という回答は少なくなっている。また，「一般的な社会常識・礼儀・マナー」「話しことば

によるコミュニケーション能力」「問題解決の能力」などの項目については，３．０を下回っ

ており評価が低くなっている。�

計�
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Ｆ．創造性�
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Ｈ．リーダーシップを発揮できる力量�
Ｉ．チームの中で仕事を遂行する能力�
Ｊ．一般的な社会常識・礼儀・マナー�
Ｋ．職業への意欲・勤労観�

４．１６�
３．８８�
３．６２�
４．１５�
４．４８�
４．４１�
４．３７�
４．０１�
４．３５�
４．５５�
４．６２�

４．６８�
４．００�
３．９３�
４．３２�
４．７５�
４．４３�
４．４３�
４．１８�
４．６１�
４．６８�
４．８６�

４．１２�
３．８８�
３．６２�
４．２５�
４．４３�
４．４６�
４．３８�
３．９８�
４．３４�
４．４９�
４．５９�

３．９１�
３．９８�
３．４７�
４．００�
４．５５�
４．３５�
４．５３�
４．２１�
４．２８�
４．７３�
４．６４�

４．１８�
３．７５�
３．５７�
３．９８�
４．４６�
４．３５�
４．２４�
３．９３�
４．３４�
４．５６�
４．６０�

４．３３�
４．０６�
３．８１�
３．９４�
４．５０�
４．３１�
４．４４�
４．００�
４．３１�
４．４０�
４．７３�

経営者�
協会等�

商　工�
会議所�

表４　大卒者に必要とされる能力（団体別平均値）�
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　　　それほど重要ではない＝２、全く重要ではない＝１として算出した数値の平均値�
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１２．０�

３４．８�

５４．８�

４８．９�

４６．５�

２６．０�

４３．６�

６２．７�

６９．３�

や　や�
重要で�
あ　る�

３１．９�

４４．９�

４２．５�

４５．７�

３８．６�

４３．６�

４４．６�

５０．７�

４７．８�

２９．６�

２３．８�

ど ち ら�
と　　も�
いえない�

２５．５�

３０．７�

４１．６�

１８．９�

６．３�

７．２�

８．３�

２１．６�

８．６�

７．５�

６．９�

それほど�
重要では�
な　　い�

０．３�

１．９�

３．６�

０．６�

０．３�

０．３�

０．６�

１．７�

０．０�

０．３�

０．０�

全　　く�
重要では�
な　　い�

０．０�

０．０�

０．３�

０．０�

０．０�

０．０�

０．０�

０．０�

０．０�

０．０�

０．０�

３６１�

３６１�

３５８�

３５９�

３６３�

３６０�

３６１�

３６１�

３６２�

３６２�

３６２�

４．１６�

３．８８�

３．６２�

４．１５�

４．４８�

４．４１�

４．３７�

４．０１�

４．３５�

４．５５�

４．６２�

０．８２�

０．７７�

０．７５�

０．７３�

０．６３�

０．６４�

０．６６�

０．７４�

０．６３�

０．６４�

０．６１�

表３　大卒者に必要とされる能力�

回答�
数�

平均�標準�偏差�



４２�

これも団体別にみると（表６），団体による大きな相違はみられないが，経営者協会等や商

工会議所では，ほとんどの項目において団体計の平均よりもやや高くなっている。�

計�

Ａ．基礎的な学力�

Ｂ．専門的な知識・技術�

Ｃ．外国語の能力�

Ｄ．コンピュータを使いこなす技能�

Ｅ．話しことばによるコミュニケーション能力�

Ｆ．創造性�

Ｇ．問題解決の能力�

Ｈ．リーダーシップを発揮できる力量�

Ｉ．チームの中で仕事を遂行する能力�

Ｊ．一般的な社会常識・礼儀・マナー�

Ｋ．職業への意欲・勤労観�

３．２３�

３．０８�

２．７１�

３．７１�

２．６２�

２．７５�

２．６３�

２．６８�

２．８３�

２．４９�

２．７３�

３．３８�

３．１９�

２．８１�

３．７４�

２．６３�

２．８６�

２．７４�

２．７４�

２．９６�

２．４８�

２．７８�

３．２８�

３．１１�

２．７４�

３．７７�

２．６９�

２．８２�

２．７０�

２．７３�

２．９１�

２．６２�

２．７５�

３．４９�

３．２１�

２．６５�

３．６３�

２．４３�

２．６７�

２．４０�

２．４９�

２．７０�

２．１８�

２．５９�

３．０１�

２．９０�

２．６３�

３．６４�

２．５５�

２．６１�

２．６１�

２．６４�

２．７１�

２．４３�

２．６２�

３．００�

３．１３�

２．７３�

３．８０�

２．６７�

２．６０�

２．４０�

２．６７�

２．７３�

２．１３�

２．４０�

経営者�
協会等�

商　工�
会議所�

表６　大学新卒者の能力取得状況（団体別平均値）�

青　年�
会議所�

その他の�
経済団体�

その他の�
団　　体�

（注）数値は、十分に持っている＝５、ある程度持っている＝４、どちらともいえない＝３、�
　　　それほど持っていない＝２、全く不十分である＝１として算出した数値の平均値�

十分に�
持って�
い　る�

Ａ．基礎的な学力�

Ｂ．専門的な知識・技術�

Ｃ．外国語の能力�

Ｄ．コンピュータを使いこなす技能�

�

Ｆ．創造性�

Ｇ．問題解決の能力�

Ｈ．リーダーシップを発揮できる力量�

Ｉ．チームの中で仕事を遂行する能力�

Ｊ．一般的な社会常識・礼儀・マナー�

Ｋ．職業への意欲・勤労観�

Ｅ．話しことばによる�
　　　　　コミュニケーション能力�
�

（注）平均は、十分に持っている＝５、ある程度持っている＝４、どちらともいえない＝３、�
　　　それほど持っていない＝２、全く不十分である＝１として算出した数値の平均値�

５．６�

２．３�

０．６�

９．８�

０．０�

０．３�

０．６�

０．６�

１．４�

０．６�

０．８�

ある程度�
持 っ て �
い　　る�

２３．９�

２１．７�

８．５�

５４．９�

９．５�

９．３�

５．０�

６．５�

９．８�

５．３�

８．２�

ど ち ら�
と　　も�
いえない�

５９．６�

５９．４�

５５．５�

３３．１�

４７．９�

５９．４�

５５．６�

５６．５�

６３．５�

４４．８�

５８．２�

それほど�
持 っ て �
い な い �

１０．１�

１４．６�

３２．４�

１．７�

３７．５�

２６．８�

３４．９�

３３．４�

２１．３�

４０．９�

２９．１�

全　く�
不十分�
である�

０．８�

２．０�

３．１�

０．６�

５．０�

４．２�

３．９�

３．１�

３．９�

８．４�

３．７�

３５６�

３５５�

３５５�

３５７�

３５７�

３５５�

３５８�

３５６�

３５６�

３５７�

３５４�

３．２３�

３．０８�

２．７１�

３．７１�

２．６２�

２．７５�

２．６３�

２．６８�

２．８３�

２．４９�

２．７３�

０．７４�

０．７３�

０．６９�

０．６８�

０．７３�

０．６９�

０．６７�

０．６７�

０．７１�

０．７５�

０．７０�

表５　大学新卒者の能力取得状況�

回答�
数�

平均�標準�偏差�



４３�地域における経済団体等の人材育成への取組みと課題�

（３）必要と認識している能力と取得状況のギャップ�

　（１）及び（２）の結果をもとに，必要と認識している能力とその取得状況のギャップをみ

ると（表７），「一般的な社会常識・礼儀・マナー」「職業への意欲・勤労観」「話しこと

ばによるコミュニケーション能力」といった項目ではギャップが大きくなっている。近年，

若年者に対していわれていることとほぼ同様の項目が大学新卒者に対してもいわれており，

大学の大衆化の影響があらわれているとみることもできる。一方，「コンピュータを使いこ

なす技能」「専門的な知識・技術」「外国語の能力」「基礎的な学力」では相対的にギャッ

プが小さくなっている。つまり，どちらかといえば，大学教育で直接身につけると考えられ

る能力についての項目はギャップが小さいといえる。ただし，「基礎的な学力」「一般的な

社会常識・礼儀・マナー」「外国語の能力」では回答のばらつきが大きくなっており，地域

経済団体でも回答が大きく異なっているといえる。また，団体別にみると，「基礎的な学力」

「一般的な社会常識・礼儀・マナー」「話しことばによるコミュニケーション能力」「職業

への意欲・勤労観」などの項目では団体による相違が大きくなっている。�

４．３　必要とする能力の育成すべき教育段階�

　４．２では，大卒社員にとって重要な能力，大卒者が持っている能力及びそのギャップを

みてきたが，ここでは，必要な能力をどの教育段階で育成すべきであると考えているのかを

みてみたい。�

　それぞれの能力項目に対して，「家庭と就学前教育」「小・中学校」「高校」「大学」「企

業」に分け，それぞれの教育段階について複数回答を得た（表８）。これによると，「一般

的な社会常識・礼儀・マナー」は「家庭と就学前教育」及び「小・中学校」がかなり多くな

っており，「基礎的な学力」「話し言葉によるコミュニケーション能力」「創造性」などは「小・

中学校」及び「高校」が多くなっている。また，「外国語の能力」「コンピュータを使いこ

なす技能」「リーダーシップを発揮できる力量」「職業への意欲・勤労観」は「高校」及び「大

学」が多くなっており，「問題解決の能力」「専門的な知識・技術」では大学を中心に多く

計�

Ａ．基礎的な学力�
Ｂ．専門的な知識・技術�
Ｃ．外国語の能力�
Ｄ．コンピュータを使いこなす技能�
Ｅ．話しことばによるコミュニケーション能力�
Ｆ．創造性�
Ｇ．問題解決の能力�
Ｈ．リーダーシップを発揮できる力量�
Ｉ．チームの中で仕事を遂行する能力�
Ｊ．一般的な社会常識・礼儀・マナー�
Ｋ．職業への意欲・勤労観�

０．９３�
０．８０�
０．９１�
０．４４�
１．８７�
１．６７�
１．７５�
１．３４�
１．５２�
２．０８�
１．８９�

（１．１３）�

（０．９１）�

（１．０１）�

（０．９３）�

（０．９９）�

（０．９３）�

（０．９６）�

（０．９９）�

（０．９５）�

（１．０６）�

（０．９４）�

１．３３�
０．８１�
１．１１�
０．５６�
２．１１�
１．５９�
１．７０�
１．４４�
１．６７�
２．２２�
２．０７�

０．８４�
０．７６�
０．８７�
０．４９�
１．７５�
１．６３�
１．６９�
１．２４�
１．４２�
１．８９�
１．７６�

０．４２�
０．７７�
０．８１�
０．３８�
２．１１�
１．６７�
２．１４�
１．７２�
１．５８�
２．５５�
２．０５�

１．１６�
０．８６�
０．９３�
０．３６�
１．９１�
１．７６�
１．６４�
１．３１�
１．６１�
２．１４�
１．９８�

１．３６�
０．９３�
１．１３�
０．２０�
１．８７�
１．６７�
２．００�
１．４０�
１．６７�
２．３６�
２．３６�

経営者�
協会等�

商　工�
会議所�

青　年�
会議所�

その他の�
経済団体�

その他の�
団　　体�

表７　必要と認識している能力と取得状況とのギャップ�

（注）ギャップは大卒者に必要とされる能力として算出した値から大学新卒者の能力取得状況として�
　　　算出した値を差し引いたもの。（　）内は標準偏差�



４４�

なっている。さらに，「チームの中で仕事を遂行する能力」については，「大学」及び「企業」

で多くなっている。このように，大卒社員として必要な能力であっても，それをどのような

教育機関で育成すべきかは，それぞれの教育段階で大きく異なることと，一つの教育段階で

はなく，複数の教育段階で育成すべきであると認識しているようである。これを大まかにま

とめると表９のとおりであるが，それぞれの能力を積み上げにより育成していくべきである

と認識していることがわかる。�

基礎的な学力�
専門的な知識・技術�
外国語の能力�
コンピュータを使いこなす技能�
話し言葉によるコミュニケーション能力�
創造性�
問題解決の能力�
リーダーシップを発揮できる力量�
チームの中で仕事を遂行する能力�
一般的な社会常識・礼儀・マナー�
職業への意欲・勤労観�

１０．３％�
０．０％�
４．０％�
１．３％�
３５．５％�
２７．６％�
８．８％�
４．０％�
５．６％�
４９．３％�
１６．７％�

６７．１％�
１．９％�
４９．９％�
３６．６％�
５３．１％�
５３．３％�
２７．３％�
２５．７％�
３２．９％�
５４．６％�
２９．７％�

５４．１％�
１９．９％�
５７．６％�
５５．４％�
４０．８％�
３６．１％�
４４．０％�
４６．７％�
４４．３％�
４２．７％�
５３．６％�

１６．２％�
７８．８％�
３３．２％�
４１．６％�
２７．６％�
２８．１％�
４８．８％�
４４．３％�
３９．５％�
２４．７％�
４１．９％�

１．９％�
３７．７％�
４．８％�
１８．０％�
１４．１％�
１０．９％�
２９．２％�
３１．３％�
３８．２％�
１４．９％�
２６．３％�

家庭と�
就学前教育�小・中学校� 高　校� 大　学� 企　業�

表８　必要とする能力の育成すべき教育段階�

大学と企業�
�
大学中心�
�
�
高校、大学中心�
�
�
�
�
小学校、中学校中心�
�
�
�
家庭と就学前教育�

■　チームの中で仕事を遂行する能力�
�
■　専門的な知識・技術�
■　問題解決の能力�
�
■　外国語の能力�
■　コンピュータを使いこなす技能�
■　リーダーシップを発揮できる力量�
■　職業への意欲・勤労観�
�
■　基礎的な学力�
■　話しことばによるコミュニケーション能力�
■　創造性�
�
■　  一般的な社会常識・礼儀・マナー�

表９　必要とする能力の育成すべき教育段階についての整理�

４．４　期待する大学教育の内容・方法�

　ここでは，このような能力は大学教育のどのような内容・方法により形成されるべきであ

ると考えているのかをみてみたい。大学で行うべき教育内容・方法として１２項目を設定し，

５段階で聞いたところ（表１０），「実社会を意識した専門教育を充実すべきだ」「企業出身な

どの教員を増やすべきである」「学外学習のための産学連携・協力を充実すべきだ」などの

実学・実体験を志向した教育への期待が高く，「理論的な学習を充実すべきだ」「教養教育

を充実すべきだ」「学術的な専門教育を充実すべきだ」などのアカデミック志向の教育への



４５�地域における経済団体等の人材育成への取組みと課題�

計�

Ａ．実社会を意識した専門教育を充実すべきだ�
Ｂ．学術的な専門教育を充実すべきだ�
Ｃ．教養教育を充実すべきだ�
Ｄ．就業体験型の学習を充実すべきだ�
Ｅ．理論的な学習を充実すべきだ�
Ｆ．適切な技術・スキルの修得を充実すべきだ�
Ｇ．企業出身などの教員を増やすべきである�
Ｈ．外国人の教員をもっと増やすべきである�
Ｉ．高い学識ある教員をより有効に活用すべきである�
Ｊ．最新のＩＴ技術などで効率的な教育を広げるべきである�
Ｋ．少人数ゼミなどの教育を充実させるべきである�
Ｌ．学外学習のための産学連携・協力を充実すべきだ�

４．４１�
３．６８�
３．５８�
３．９９�
３．５０�
３．９５�
４．２１�
３．６２�
３．６９�
３．８１�
４．１０�
４．２０�

４．６０�
３．６８�
３．９３�
４．２１�
３．７５�
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表１０　大学で行うべき教育内容・方法�

回答�
数�

平均�標準�偏差�

表１１　大学で行うべき教育内容・方法（団体別平均値）�

期待は相対的に高くない。ただし，これらの項目においても半約数「そう思う」「ややそう

思う」と回答しており，あくまでも相対的な低さであることに留意すべきである。�

　団体別にみると（表１１），大学との連携が強い経営者協会等において，ほとんどの項目にお

いて団体計の平均を上回っているが，「教養教育を充実すべきだ」「理論的な学習を充実すべ

きだ」などアカデミック志向の教育について，団体計の平均を大きく上回っているのが特徴

的である。�

（注）数値は、そう思う＝５、ややそう思う＝４、どちらでもない＝３、あまりそう思わない＝２、�
　　　全くそう思わない＝１として算出した数値の平均値�



４６�

�

５．期待する大学教育の方法・内容の要因分析
�

　以下では，こうした期待する大学教育の方法・内容は大学教育や大学生の能力に対するど

のような考え方によって形成されているのかについて重回帰分析を用いながら分析を行うこ

ととする。�

　地域経済団体が大学で行うべきであると考える教育内容・方法についての回答の違いは，

どのような要因により規定されるのであろうか。まず考えられるのは，団体の属性による影

響であり，団体により回答の傾向が異なるようである。次に，表３でみた大卒者に必要とさ

れる能力である。能力の重要度の高低により大学で行うべき教育に対する考え方にも相違が

出てくるであろう。同様に，必要な能力と取得状況のギャップによる影響（表７）や能力を

育成すべき教育段階による影響（表８）があるであろう。�

　まず，従属変数は，表１０でみた１２項目の大学で行うべき教育内容・方法とする。また，

独立変数は，団体の属性に加え次の３つのモデルについてそれぞれ設定する。�

〔モデル共通〕�

　　従属変数：大学で行うべき教育内容・方法（１２項目）�

　　独立変数：団体の属性（ダミー変数）�

〔モデル１〕（表１２）�

　　独立変数：モデル共通に加え，大卒者に必要とされる能力（１１項目）�

　　　　　　　「極めて重要である」＝５～「全く重要ではない」＝１�

〔モデル２〕（表１３）�

　　独立変数：モデル共通に加え，必要な能力と取得状況のギャップ（１１項目）�

〔モデル３〕（表１４）�

　　独立変数：モデル共通に加え，能力を育成すべき教育段階（１１項目）�

　　　　　　　「大学のみに回答」＝２，「大学とそれ以外にも回答」＝１，�

　　　　　　　「大学には回答せず」＝０�

�

　それぞれのモデルの推計結果が表１２～１４のとおりである。また，大まかな傾向を表１５に

まとめた。�
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� � � � � ＊
＊
�

＊
＊
＊
�

教
養
教
育
�

�
０
．０
８８
�

０
．１
１１
�

０
．０
７６
�

０
．１
７４
�

０
．１
９３
�

０
．１
６８
�

－
０
．０
３３
�

０
．０
９３
�

０
．０
５８
�

－
０
．０
１３
�

－
０
．０
０９
�

０
．０
２３
�

０
．０
８５
�

０
．０
５
４
�

０
．０
２３
�

０
．１
１４
�

３
．９
９９
�

０
．０
００
�� � � � � ＊
＊
＊
�

＊
＊
＊
�

理
論
的
学
習
�

表
１２
　
推
計
結
果
（
モ
デ
ル
１
）
�

各
独
立
変
数
に
対
す
る
数
値
は
標
準
化
係
数
β
�

＊
＊
＊：
ｐ
＜
０
．０
１
，
 ＊
＊：
ｐ
＜
０
．０５
，
 ＊：
ｐ
＜
０
．１
   
   
   
�

変
数
の
説
明
 

   
   
  �

　
　
従
属
変
数
 

   
   
  �

　
　
　
　
大
学
で
行
う
べ
き
教
育
：
「
そ
う
思
う
」
＝
５
～
「
全
く
そ
う
思
わ
な
い
」
＝
１
   
   
   
�

　
　
独
立
変
数
 

   
   
  �

　
　
　
経
営
者
協
会
等
ダ
ミ
ー
：
「
経
営
者
協
会
等
」
＝
１
、
そ
れ
以
外
＝
０
�

　
　
　
商
工
会
議
所
ダ
ミ
ー
：
「
商
工
会
議
所
」
＝
１
、
そ
れ
以
外
＝
０
�

　
　
　
青
年
会
議
所
ダ
ミ
ー
：
「
青
年
会
議
所
」
＝
１
、
そ
れ
以
外
＝
０
�

　
　
　
そ
の
他
の
経
済
団
体
ダ
ミ
ー
＝
「
そ
の
他
の
経
済
団
体
」
＝
１
、
そ
れ
以
外
＝
０
�

表
頭
の
各
項
目
は
表
１１
の
表
側
と
同
じ
�



４８�

実
社
会
�

（
定
数
）
�

経
営
者
協
会
等
ダ
ミ
ー
�

商
工
会
議
所
ダ
ミ
ー
�

青
年
会
議
所
ダ
ミ
ー
�

そ
の
他
の
経
済
団
体
ダ
ミ
ー
�

基
礎
的
な
学
力
�

専
門
的
な
知
識
・
技
術
�

外
国
語
の
能
力
�

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
使
い
こ
な
す
技
能
�

話
し
言
葉
に
よ
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
�

創
造
性
�

問
題
解
決
の
能
力
�

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
で
き
る
力
量
�

チ
ー
ム
の
中
で
仕
事
を
遂
行
す
る
能
力
�

一
般
的
な
社
会
常
識
・
礼
儀
・
マ
ナ
ー
�

職
業
へ
の
意
欲
・
勤
労
観
�

自
由
度
調
整
済
Ｒ
２
�

Ｆ
値
�

Ｆ
値
に
よ
る
モ
デ
ル
の
有
意
確
率
�

�
０
．１
９７
�

０
．２
５８
�

０
．１
１７
�

０
．１
６７
�

－
０
．０
０４
�

０
．０
４５
�

０
．０
３５
�

０
．０
２０
�

－
０
．１
３２
�

０
．２
０８
�

－
０
．１
２３
�

０
．１
２９
�

－
０
．１
１０
�

０
．０
７１
�

０
．０
３７
�

０
．０
３９
�

１
．９
０６
�

０
．０
２２
�＊
＊
＊
�

＊
＊
�

＊
�

� � � � � � ＊
＊
�

＊
＊
＊
�

＊
�

＊
�

�
０
．０
６３
�

０
．１
３６
�

０
．１
７８
�

０
．１
３５
�

０
．１
３７
�

０
．０
５８
�

０
．０
５６
�

０
．０
６９
�

－
０
．０
４３
�

－
０
．０
１４
�

－
０
．０
０７
�

－
０
．０
１１
�

－
０
．０
４４
�

－
０
．０
４４
�

－
０
．０
７４
�

０
．０
２２
�

１
．５
０２
�

０
．１
０２
�＊
＊
＊
�

� � ＊
�

� ＊
＊
�

学
術
的
な
�

専
門
教
育
�

�
０
．０
３１
�

－
０
．０
８６
�

－
０
．１
００
�

－
０
．０
３７
�

－
０
．０
０４
�

０
．０
３０
�

－
０
．０
５２
�

－
０
．０
５０
�

－
０
．０
１２
�

０
．０
５３
�

－
０
．１
８４
�

０
．２
１３
�

－
０
．０
３５
�

０
．０
０３
�

０
．０
３７
�

０
．０
０６
�

１
．１
３５
�

０
．３
２４
�＊
＊
＊
�

� � � � � � � � � � ＊
＊
�

＊
＊
＊
�

就
業
体
験
型
�

学
習
�

�
０
．１
１３
�

０
．１
６８
�

０
．０
９２
�

０
．０
４３
�

－
０
．０
７９
�

０
．１
７３
�

－
０
．０
４４
�

０
．０
５３
�

－
０
．１
０６
�

０
．１
０８
�

－
０
．１
４５
�

０
．０
９４
�

－
０
．０
２７
�

－
０
．０
０１
�

０
．０
６８
�

０
．０
３２
�

１
．７
３８
�

０
．０
４３
�＊
＊
＊
�

� � � � � ＊
＊
＊
�

� � � � ＊
�

適
切
な
�

ス
キ
ル
�

�
０
．１
５３
�

０
．１
６３
�

０
．０
８４
�

０
．２
１６
�

－
０
．０
６４
�

－
０
．０
２５
�

－
０
．０
６０
�

０
．１
０５
�

０
．１
４３
�

０
．１
０６
�

－
０
．１
４７
�

０
．０
７７
�

０
．０
６３
�

－
０
．０
４８
�

０
．０
５
４
�

０
．０
３３
�

１
．７
５６
�

０
．０
４０
�＊
＊
＊
�

＊
�

� � ＊
�

� � � ＊
�

＊
＊
�

� ＊
＊
�

企
業
出
身
�

教
員
�

�
０
．０
５９
�

０
．０
３７
�

０
．０
６６
�

０
．０
５５
�

０
．０
７９
�

－
０
．０
５６
�

０
．１
４４
�

０
．０
１６
�

－
０
．０
０５
�

０
．０
８６
�

－
０
．２
０６
�

０
．１
４９
�

－
０
．０
６３
�

－
０
．１
１５
�

－
０
．０
０８
�

０
．０
３９
�

１
．８
９４
�

０
．０
２３
�＊
＊
＊
�

� � � � � � ＊
＊
�

� � � ＊
＊
＊
�

＊
＊
�

� ＊
�

外
国
人
教
員
�

�
０
．０
６０
�

０
．１
１７
�

０
．０
４３
�

０
．０
３３
�

０
．２
２４
�

０
．０
１０
�

０
．０
３５
�

－
０
．０
３３
�

０
．０
３５
�

－
０
．０
１７
�

－
０
．１
２９
�

－
０
．０
５６
�

０
．１
２４
�

０
．０
００
�

０
．０
０８
�

０
．０
３６
�

１
．８
２７
�

０
．０
３０
�＊
＊
＊
�

� � � � ＊
＊
＊
�

� � � � � ＊
�

� ＊
�

高
い
学
識
�

あ
る
教
員
�

�
０
．１
４０
�

０
．３
１９
�

０
．０
８６
�

０
．１
７９
�

－
０
．０
２４
�

－
０
．０
６６
�

０
．０
８９
�

０
．１
８９
�

－
０
．０
９２
�

－
０
．０
５１
�

－
０
．１
９１
�

０
．１
５２
�

０
．０
２７
�

－
０
．０
７３
�

０
．０
６７
�

０
．０
９３
�

３
．２
６２
�

０
．０
００
�＊
＊
＊
�

� ＊
＊
�

� � � � � ＊
＊
＊
�

� � ＊
＊
＊
�

＊
＊
�

＊
＊
＊
�

� � � � � � � � ＊
�

＊
＊
＊
�

Ｉ
Ｔ
な
ど
で
�

効
率
的
教
育
�

�
０
．１
３４
�

０
．０
５８
�

－
０
．１
３０
�

０
．０
５０
�

０
．０
９８
�

－
０
．０
０６
�

０
．０
２４
�

－
０
．０
１３
�

０
．１
１７
�

－
０
．１
８８
�

－
０
．０
０５
�

０
．０
１６
�

０
．０
９６
�

－
０
．０
６１
�

－
０
．０
３０
�

０
．０
４９
�

２
．１
４７
�

０
．０
０８
�

少
人
数
ゼ
ミ
�

＊
＊
＊
�

＊
＊
＊
�

＊
＊
�

� ＊
＊
＊
�

� � � � � � � ＊
＊
＊
�

� � ＊
＊
�

�
０
．１
９７
�

０
．２
５８
�

０
．１
１７
�

０
．１
６７
�

－
０
．０
０４
�

０
．０
４５
�

０
．０
３５
�

０
．０
２０
�

－
０
．１
３２
�

０
．２
０８
�

－
０
．１
２３
�

０
．１
２９
�

－
０
．１
１０
�

０
．０
７１
�

０
．０
３７
�

０
．１
０４
�

３
．５
６４
�

０
．０
００
�

産
学
連
携
�

�
０
．２
１３
�

０
．２
２６
�

０
．１
０８
�

０
．１
７７
�

０
．１
０２
�

０
．０
７０
�

－
０
．１
４６
�

－
０
．０
３４
�

０
．０
４８
�

－
０
．０
１６
�

－
０
．１
４０
�

０
．２
３４
�

０
．０
２７
�

０
．０
３２
�

－
０
．１
０３
�

０
．０
５
４
�

２
．２
５８
�

０
．０
０５
�＊
＊
＊
�

＊
＊
�

� � � ＊
�

� ＊
＊
�

� � � ＊
�

＊
＊
＊
�

教
養
教
育
�

�
０
．１
４３
�

０
．１
５２
�

０
．１
１０
�

０
．１
５９
�

０
．１
８２
�

０
．１
０６
�

－
０
．１
０７
�

０
．１
０４
�

－
０
．０
０１
�

－
０
．０
６５
�

－
０
．１
００
�

０
．０
８７
�

０
．１
０４
�

０
．０
２１
�

－
０
．０
２０
�

０
．０
７１
�

２
．７
０３
�

０
．０
０１
�＊
＊
＊
�

� � � � ＊
＊
＊
�

� ＊
�

＊
�

理
論
的
学
習
�

表
１３
　
推
計
結
果
（
モ
デ
ル
２
）
�

（
注
）表
１２
と
同
じ
�

実
社
会
�

（
定
数
）
�

経
営
者
協
会
等
ダ
ミ
ー
�

商
工
会
議
所
ダ
ミ
ー
�

青
年
会
議
所
ダ
ミ
ー
�

そ
の
他
の
経
済
団
体
ダ
ミ
ー
�

基
礎
的
な
学
力
�

専
門
的
な
知
識
・
技
術
�

外
国
語
の
能
力
�

コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
を
使
い
こ
な
す
技
能
�

話
し
言
葉
に
よ
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
�

創
造
性
�

問
題
解
決
の
能
力
�

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
で
き
る
力
量
�

チ
ー
ム
の
中
で
仕
事
を
遂
行
す
る
能
力
�

一
般
的
な
社
会
常
識
・
礼
儀
・
マ
ナ
ー
�

職
業
へ
の
意
欲
・
勤
労
観
�

自
由
度
調
整
済
Ｒ
２
�

Ｆ
値
�

Ｆ
値
に
よ
る
モ
デ
ル
の
有
意
確
率
�

�
０
．１
７２
�

０
．１
９９
�

０
．０
８５
�

０
．１
３４
�

－
０
．０
２７
�

０
．０
１５
�

－
０
．０
１５
�

０
．０
３６
�

０
．０
９９
�

０
．０
０３
�

０
．０
２０
�

－
０
．０
５０
�

０
．０
６９
�

－
０
．０
３４
�

－
０
．０
３７
�

０
．０
１４
�

０
．６
６３
�

０
．８
２１
�＊
＊
＊
�

＊
＊
�

� � � � � � � � � � �

�
０
．０
８１
�

０
．１
４９
�

０
．１
３５
�

０
．１
２１
�

０
．０
９１
�

－
０
．０
２４
�

０
．０
０３
�

－
０
．０
９２
�

０
．０
４３
�

０
．０
７１
�

０
．０
９６
�

－
０
．０
７０
�

０
．１
３０
�

－
０
．０
３４
�

０
．０
４７
�

０
．０
１５
�

１
．３
５５
�

０
．１
６７
�＊
＊
＊
�

� � � � � � � � � � � � ＊
＊
�

学
術
的
な
�

専
門
教
育
�

�
０
．０
３９
�

－
０
．０
７３
�

－
０
．０
７０
�

－
０
．０
２２
�

０
．０
４５
�

０
．０
２２
�

０
．０
２９
�

０
．０
０２
�

０
．１
４２
�

－
０
．０
３７
�

０
．０
３９
�

－
０
．１
１６
�

０
．０
４３
�

０
．０
２４
�

０
．０
１５
�

０
．０
０１
�

０
．９
８１
�

０
．４
７４
�＊
＊
＊
�

� � � � � � � � ＊
＊
＊
�

� � ＊
�

就
業
体
験
型
�

学
習
�

�
０
．１
４４
�

０
．２
０１
�

０
．１
２２
�

０
．０
７７
�

０
．０
８１
�

０
．０
１０
�

－
０
．０
０４
�

－
０
．０
５１
�

０
．１
４４
�

－
０
．０
９７
�

０
．０
９５
�

－
０
．１
５５
�

０
．０
８６
�

０
．０
１５
�

－
０
．０
０２
�

０
．０
０８
�

１
．１
９８
�

０
．２
７１
�＊
＊
＊
�

＊
�

� � � � � � � ＊
＊
�
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（注）＋（－）はｐ＜０．１で正（負）の符号、左から大卒者に必要とされる能力、必要な能力と取得状況の�
　　　ギャップ、能力を育成すべき教育段階（大学）�

表１５　重回帰分析による推計結果（要約）�

　「実社会を意識した専門教育を充実すべきだ」と考えている地域経済団体は，「創造性」

や「専門的な知識・技術」が大卒者に必要な能力であるとともに，「創造性」のギャップが

大きく，「リーダーシップを発揮できる力量」を大学で取り組むべきと認識しているといえる。�

　「企業出身などの教員を増やすべきである」と考えている地域経済団体は，「創造性」が

大卒者に必要な能力であると認識している団体に多いといえる。�

　「学外学習のための産学連携・協力を充実すべきだ」と考えている地域経済団体は，「一般的

な社会常識・礼儀・マナー」が大卒者に必要な能力であるとともに，「一般的な社会常識・礼儀・

マナー」や「リーダーシップを発揮できる力量」のギャップが大きいと認識しているといえる。�

　「就業体験型の学習を充実すべきだ」と考えている地域経済団体は，「リーダーシップを発揮

できる力量」が大卒者に必要な能力であるとともに，ギャップが大きいと認識しているといえる。�

　このように，実学・実体験を志向した教育を期待している団体は，概ね，「創造性」や「一

般的な社会常識・礼儀・マナー」が大卒者に必要な能力であるとともに，「リーダーシップ

を発揮できる力量」のギャップが大きいと認識しているといえる。�

　また，「理論的な学習を充実すべきだ」と考えている地域経済団体は，「基礎的な学力」や「専

門的な知識・技術」が大卒者に必要な能力であるとともに，「基礎的な学力」のギャップが大

きいと認識しているといえる。また，「問題解決の能力」を大学段階で教育すべきであると

認識している団体に多いといえる。�

　「教養教育を充実すべきだ」と考えている地域経済団体は，「基礎的な学力」や「リーダ

ーシップ」が大卒者に必要な能力であるとともに，これらの能力のギャップが大きいと認識

しているといえる。また，「基礎的な学力」を大学段階で教育すべきであると認識している

団体に多いといえる。�

　「学術的な専門教育を充実すべきだ」と考えている地域経済団体は，「基礎的な学力」や「専

門的な知識・技術」が大卒者に必要な能力であるとともに，「基礎的な学力」のギャップが

大きいと認識しているといえる。�

　「高い学識ある教員をより有効に活用すべきである」と考えている地域経済団体は，「基

礎的な学力」が大卒者に必要な能力であるとともに，この能力のギャップが大きいと認識し

ているといえる。また，「問題解決の能力」を大学段階で教育すべきであると認識している
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団体に多いといえる。�

　このように，アカデミック志向の教育を期待している団体は，概ね，「基礎的な学力」や「専

門的な知識・技術」が大卒者に必要な能力であるとともに，「基礎的な学力」のギャップが

大きいと認識しているといえる。また，「基礎的な学力」「問題解決の能力」を大学段階で

教育すべきであると認識している団体に多いといえる。このように，より「基礎的な学力」

を重視している団体であるといえる。�

　また，「問題解決の能力」については，ほとんどの教育内容・方法でマイナスとなっている。

つまり，問題解決能力の重要性は高くなっており，そのギャップも大きく，さらに大学で育

成すべきであると考えている団体ほど実際の教育内容・方法についてはどれも合致するもの

がないということであり，そのあり方について明確な内容・方法がない，みつからないとい

う現実をあらわしているのかもしれない。�

�

�
６．おわりに－今後の課題

�

　本稿では，アンケート調査の結果をもとに，地域経済団体の大学教育への参画状況，大学

生の能力評価，必要とする能力の育成すべき教育段階（大学と企業の役割分担），期待する

大学教育の方法・内容などについて現状分析を行うとともに，こうした大学教育への期待は

大学教育や大学生の能力に対するどのような考え方によって形成されているのかについて重

回帰分析を用いながら分析を行った。これによると，実学・実体験を志向した教育を期待し

ている団体とアカデミック志向の教育を期待している団体とでは，大卒者に必要な能力やそ

のギャップ等の認識に大きな差があることなどがわかった。また，地域経済団体の属性によ

っても大きく異なることも明らかになった。後者については，例えば，経営者協会は４７都道

府県に設置されており，会員企業も各都道府県内の中核企業が中心であるとともに，全ての

経営者協会は県庁所在地に所在しており，各都道府県全体を管轄地域としている。一方，商

工会議所は，全国に５２５設置５されており，会員企業も大企業から中小企業まで幅広く，また，

管轄地域も都道府県庁所在地にある商工会議所もあれば，小都市とその周辺町村を管轄地域

とする商工会議所があるなど，同じ商工会議所といえどもその規模は大きく異なる６。�

　今後，こうした結果がどのような要因によるのかを詳細に分析する必要がある。また，主

に団体別の違いに着目し，分析を行ったが，同じ団体であっても所在する地域の特性（都道

府県庁所在地か否か，大学の数など）にも大きく影響を受けると考えられる。今後はこうし

た側面について着目し，分析を進めていくことが課題である。�
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例えば，（社）日本経済団体連合会（２００３，２００５）や経済同友会（２００３，２００７），日本商工会議所（２００７）など�
調査の詳細については，国立教育政策研究所（２００６）を参照�
「インターンシップ受入企業開拓事業」については，インターンシップ推進支援センターＷｅｂｓｉｔｅ（２００６）
などを参照。�
地域経済団体のインターンシップ事業についての取組については，本稿と同じアンケート調査結果を用い，
亀野（２００６），吉本・亀野・稲永（２００７）などにおいて詳細な分析を行っている。�
もっと少ない山梨県で２，次いで，奈良県，鳥取県，沖縄県の各４である。�
日本商工会議所（２００７）において全国の商工会議所における教育支援事業が紹介されているが，大学や
大学生に対するものはごくわずかである。�
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